
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

　○市税賦課事業
　　　・市県民税の賦課業務
　　　・固定資産税の賦課業務
　　　・軽自動車税の賦課業務
　　　・国民健康保険税の賦課業務等

　○収納関連業務
　　　・市税・使用料等の催告及び徴収業務
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3経常 市税賦課事業
固定資産評価替業務
課税資料電算入力業務
等

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）
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収納対策会議等の開催を踏まえ、全庁的に取り組むことや、納付方法
（コンビニ納付等の推奨）を検討することが必要である
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必要性の再確認 3 行政が行うべき事業であるため
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事業対象の確認
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事業の方向性

適切な手段である

変動はあるが効果は上がっている

評価内容

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

3 対象は市民（納税者）である

適正な課税客体の把握に努めるとともに、課題である収納率向上に積極
的に取り組むこと
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除く）については、民間への委託も検
討する余地があるため
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